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Ⅰ　教育学部・教育学研究科の研究目的と特徴

１．教育学部・教育学研究科の研究目的は、学校教育の改善・充実及び教員養成や現職教員研修の改善・充実を図るための条件を具体的に明らかにすることである。教育学研究科のアドミッション・ポリシーの中で、その内容として(1)教育諸科学に関する研究、(2)教科教育並びに各教科の基礎となる様々な学問に関する研究、(3)地域に関する研究の３領域を上げている。(1)に関わる研究としては、教育の思想・歴史・制度・歴史、教育課程、幼児児童生徒の発達や学習の理解、学級経営・学校経営、特別支援教育、教育相談など、(2)に関わる研究としては道徳や特別活動を含めた教科等の教育法と教育内容、教科教育の基本となる専門領域における基礎研究など、(3)については主として群馬県の歴史、文化、社会、自然、教育などに関する研究などが含まれる。

２．中期目標では、本学部・研究科に係わる重点研究領域として、「学校教育が直面している諸課題（不登校、いじめ、多文化共生等）に対応するための実践的・総合的研究」を掲げている。これについては、平成16年度より群馬県教育委員会と本学の連携に係る協議会を中心にして、共同研究の形で取組を進めてきた。平成16～18年度の３年度計画による第一期の研究を踏まえ平成19年度からは２年度計画による第二期の研究が、８テーマにわたって進められている。

３．１．に述べた研究内容のうち、(1)については、学校教育講座の教育学を専門とする教員が中心になって教育の思想・歴史・制度・法規、学校経営・教育方法・教師教育等について研究を行い、教育心理学を専門とする教員が中心になって幼児児童生徒の発達・学習・社会心理・性格等について研究を行っている。障害児教育講座の教員が障害のある子どもの学校教育、生理・病理、心理、指導法等、特別支援教育に関する研究を、学校教育臨床総合センターでは教育工学、教育相談・カウンセリングの研究を行っている。また、(2)については教科（国語・社会科・数学・理科・音楽・美術・保健体育・技術・家政・英語）に係わる講座において、教科の内容に係わる研究は教科専門を担当する教員が、指導方法に係わる研究は教科教育を担当する教員が中心に進められている。

４．１．に述べた研究内容のうち (3)については、前述の群馬県教育委員会との連携協議会による共同研究の中で地域の教育ニーズの応えた研究を実施している他、教科内容に関わる研究で地域の文化、歴史、地理、自然などを対象とした研究が数多く実施されている。また、特色GP「多文化共生社会の構築に貢献する人材の育成」、現代GP「地域密着型健康づくりプランナーの育成」の２件のGPが採択され、地域の特色を活かし、地域に根付いた教育実践に関する研究が実施されている。

５．多くの研究が他機関との連携でなされており、その中には附属園学校との共同研究、学内の他の学部との共同研究、地域の幼稚園・小・中・高等学校の教員との共同研究、群馬県教育委員会や群馬県総合教育センターとの連携による研究、教育研究所との共同研究などがある。さらに、科学研究費補助金等による研究には、他大学や他研究機関に所属する大学教員や研究者との共同研究が多い。

[想定する関係者とその期待]

本学部・研究科の研究に関する主な関係者は、関係研究分野の学会、幼稚園・小・中・高等学校の教員等の教育関係者、幼児・児童・生徒とその保護者である。本学部・研究科の研究は内容が多岐にわたるため、関係する研究分野も多様であるが、どの学会からも研究活動の推進とその成果が期待されていると考えられる。本学部・研究科の研究が果たす社会的貢献で最も大きいのは教育界へのものである。幼稚園・小・中・高等学校の教員等の教育関係者からは、教育諸科学、教科内容、教科教育に関する研究を推進し、さらに教育実践の中でその成果を活かし、教育の充実と改善につなげることが期待されている。さらに、幼児・児童・生徒とその保護者は研究の対象であるとともに、教材や教育実践を通して研究成果を社会的に還元していく時の対象でもあり、優れた研究はより良い教育サービスにつながる。

Ⅱ　分析項目ごとの水準の判断

分析項目Ⅰ　研究活動の状況

(1) 観点ごとの分析

	観点　研究活動の実施状況


(観点に係る状況)

本学部・研究科の研究目的を踏まえて、教育学・教育心理学・特別支援教育に係る研究、教科の内容に係る研究、教科の指導法に係る研究が、それぞれの分野の特色を生かして、多様なかたちで精力的に取り組まれている。それぞれの研究成果は、各教員の著書・論文、研究発表等のかたちで積極的に公表されており、学部の代表的な研究成果（P.1-5）に示されているように、多様な成果を産んでいる。研究成果の発表状況は、資料１－Ａのとおりである。

資料１－Ａ　研究成果の発表状況

	
	領域名　和英
	総計

	
	論文
	著書
	翻訳
	学会発表
	

	年
	和
	英
	和
	英
	和
	和
	英
	不明
	

	2005
	144
	16
	32
	1
	3
	 97
	 7
	1
	301

	2006
	159
	19
	39
	1
	2
	 95
	10
	4
	329

	2007
	145
	11
	26
	1
	2
	 52
	 4
	4
	245

	総計
	448
	46
	97
	3
	7
	244
	21
	9
	875


科学研究費補助金への申請件数は、資料１－Ｂのとおり、平成16年度の34件から平成19年度の52件へと増加し、獲得額も増加傾向にある。

本学部・研究科の重点研究としては、学校現場の喫緊の諸課題に関する共同研究が、８テーマ(「教科教育法に関する研究」、「幼小中連携に関する研究」、「学校の情報化に関する研究」、「問題を抱える子どものためのサポート・プログラムの開発」、「特別支援教育の充実」、「子どもの体力向上を目指す活動」、「教育現場における保護者との連携体制の構築」、「教育実習・教員研修等の実践と評価」)にわたって、学部教員と附属学校教諭、県教育委員会指導主事等との共同で、平成16年度から進められている。約半数の学部教員がこの共同研究に参加しており、各教員の個別研究を越えて、学部の研究の協同的かつ実践的な展開が図られている。その経過と主要な成果については学部ＨＰ上で公開している（http://www.edu.gunma-u.ac.jp/boxj/zyutenkenkyu/kenkyu.html）。

学部教員と附属学校教諭との共同研究体制も整えられており、実践的な共同研究の推進が図られている。大学全体に係わる取組としては、二つのGP(特色GP「多文化共生社会の構築に貢献する人材の育成」、現代GP「地域密着型健康づくりプランナーの育成－地域協働ネットワークを活用した専門的職業人の育成－」)において、学部教員が共同研究推進の中心となっている。

資料１－Ｂ　科学研究費の取得状況
	年度
	申請件数
	採択件数
	採択率
	継続件数
	金額（千円）

	2004
	34
	11
	32.4%
	11
	33,690

	2005
	40
	 9
	22.5%
	14
	42,800

	2006
	26
	 9
	34.6%
	21
	47,700

	2007
	52
	10
	19.2%
	16
	45,300


(2) 分析項目の水準及びその判断理由

(水準) 期待される水準にある
(判断理由)

競争的資金獲得の促進に組織的に取り組んだ結果、科学研究費補助金については申請数・獲得額ともに増加傾向にあり、研究活動の活性化が見られる。また学部の推進グループが中心となって、特色GP「多文化共生社会の構築に貢献する人材の育成 －地域協働ネットワークを活用した専門的職業人の育成－」、現代GP「地域密着型健康づくりプランナーの育成－健康スポーツクラブサービスをコアにして－」が採択されている。

教員の著書・論文の公表数、研究発表等の状況は良好で、１人当たりの平均にすると３年間に約５本の論文発表、約１冊の著書執筆、約2.5回の学会発表をしていることになり、研究活動は活発な状況にあると判断できる。

地域と連携した特色のある研究活動として、群馬県教育委員会との連携協議会による現代の学校現場を巡る共同研究、２つのGPによる地域の特色を活かした研究があり、研究の社会的還元への要請に応える成果を上げている。
以上の取組や活動、成果の状況は良好であり、実践的な研究による学校教育の改善という教育関係者の期待に応えていると判断される。

分析項目Ⅱ　研究成果の状況

(1) 観点ごとの分析

	観点　研究成果の状況


（観点にかかる状況）

学力低下、いじめ、不登校等々の学校教育が直面している諸課題に対応できる教員の養成が求められており、本学の中期計画においても上記問題に対する実践的・総合的研究を｢大学として重点的に取り組む領域｣の一つとして挙げている。このことから、本学部・研究科では、上記課題を含め教育内容等と関連する以下に示す1）及び2）の研究活動を行っている。

1)　専門性と実践力を備えた高度職業人としての教員養成に資する研究

教員養成に資するものとしては、①指導法やカリキュラムに関する研究、②教科内容の理解を助け、教育効果を上げる方策を講じた研究、③教員の役割や学校運営に関する研究などがある。ここに区分される主な研究を以下に示す。

①としては、小・中・高校における地理教育一貫カリキュラムについて多面的に検討した研究（業績リストⅠ表No.1029、以下番号のみ記す）やリテラシー教育実践にとっての重要ポイントを明らかにした研究（1028）、文章の分かりやすさを高めるための条件を認知心理学の実験で明らかにした研究（1020）等がある。
②としては、微分積分、位相幾何学などを初学者にも理解しやすいよう工夫をした著書（1039、1040）、敬遠されがちな古典文学を楽しんで読めると好評を得ている著書（1007）、小中学生向けにコガネムシ上科全体を扱った世界で初めての図鑑（小池、1003）、初心者でも地質を理解しやすく工夫した浅間山麓の地質図（1044）、高校の金融教材教育の教材としても評価されている日本経済の入門書（1016）等がある。
③としては、重複障害児に対し教師がどのように関わるべきか研究し、具体的提言を行うことで教員の役割を明確に示した研究（1035）や、従来、別ものと考えられていた教師の力量と管理職のそれとに連続性があり、管理職の力量の基盤として教職初期〜中期の教師の力量があることを明らかにし、教職大学院での教育・研究の方向性の確定に寄与することとなった研究（1021）等がある。
2)　教育の目的を達成するための基礎となる学問分野の研究

ここに区分される研究は数多くあるが、主なものとしては、「M-群のHall部分群はM-群か」という未解決問題を解決した研究（1038）、体育授業に関して質的研究方法論を論じた研究（1032）、数学学習における認知メカニズムを明らかにした研究（1002）がある。また、統合失調症患者に対する研究としては、注意機能に関する研究（1019）や心理哲学的な手法で分析をした研究（1018）がある。さらに学校教育をめぐる様々なトラブルを整理・分析し、教育ADRの可能性を探求した研究（1022）がある。

(2) 分析項目の水準及びその判断理由

(水準)　期待される水準を上回る
(判断理由)

「学部・研究科等を代表する優れた研究業績リスト」（Ⅰ表）に示されている代表的な業績等から明らかなように、教師の役割、カリキュラム・授業研究等々、教育現場を視野に入れた研究内容も17と多く、学校教育が直面している諸課題に対応できる教員の養成に寄与でき、教育現場の期待に応えていると考えられる。また、他の29の研究報告をみると、学士課程の専門教育科目及び大学院課程の授業科目に対応しており、教育の目的を達成するための基礎となる学問分野の研究活動が行われ、学会においても高い評価を受けている。

さらに、Ⅰ表に示した代表的研究業績のうち、13の業績は「社会・経済・文化」の視点で評価でき、教育現場を含めた教育界における貢献性も高いと考えられる。
以上の取組や活動、成果の状況は良好であり、学会、教育関係者の期待に対して、期待される水準を上回ると判断される。

Ⅲ　質の向上度の判断

①　事例１「研究活動の状況について」（分析項目Ⅰ）

（質の向上があったと判断する取組）
教育学・教育心理学・特別支援教育に係る研究、教科の内容に係る研究、教科の指導法に係る研究が積極的に実施されており、論文発表・著書公刊・翻訳・学会発表等、多数公表されている（前掲資料１－Ａ）。また、科学研究費補助金の申請件数、補助金の合計金額とも増加傾向にある（前掲資料１－Ｂ）。

したがって、研究活動の状況は、期待される水準にあると考えられる。

②　事例２「学校現場の喫緊の課題に関する県教委との共同研究」(分析項目Ⅰ、Ⅱ)
（質の向上があったと判断する取組）
平成16年度に本学と群馬県教育委員会との連携に係る協定を結び、その枠組みの中で学校現場の喫緊の課題に関する共同研究「教育改革・群馬プロジェクト」を実施してきた。研究テーマは、「特色ある教育課程の開発」、「教員の資質・管理運営能力の開発」、「学校における情報モラルの指導資料集の作成」、「問題を抱える子どものためのサポートプログラムの開発」、「特別支援教育の充実」、「子どもの体力向上を目指す活動の充実」、「保護者の学校教育に対する苦情への対応方式の開発」、「教員養成のための学部・県教委の相互連携」の８つである。
それぞれのテーマについて、教育学部の教職員、附属学校の教諭、県教委の指導主事等が部会員となって研究を進め、平成17年度末に中間報告書を、平成18年度末に報告書を作成した。平成19年度には、研究テーマと研究体制の見直しを行い、「教科教育法に関する研究」、「幼小中連携に関する研究」、「学校の情報化に関する研究」、「問題を抱える子どものためのサポートプログラムの開発」、「特別支援教育の充実」、「子どもの体力向上を目指す活動」、「教育現場における保護者との連携体制の構築」、「教育実習・教員研修等の実践と評価」の８つのテーマで研究を進めることになった。また、今後は２年ごとに報告書を作成することとして、平成19年度の中間まとめは教育学部学部ＨＰ（http://www.edu.gunma-u.ac.jp/boxj/zyutenkenkyu/kenkyu.html）で公開された。なお、この４年間に「教育改革・群馬プロジェクト」に参加した学部教員は40名、附属学校教諭は17名、県教委の指導主事等は72名である。この他に、群馬県総合教育センターの長期研修員や公立小中学校の教諭が多数協力している。
なお、上記の中間報告書以外の研究成果として、「小学校における体育授業プログラムの開発－ゲーム領域及びボール運動領域を対象として－」（平成19年3月）、「学校経営に求められるリーダーシップとスクールリーダーとしての資質・能力の開発」（平成19年3月）、「親子でかんがえる インターネットと携帯電話 安全教室」（平成18年3月）、「問題を抱える子どものためのサポートプログラムの開発」（平成18年3月）等がある。
したがって、県教委との共同研究「教育改革・群馬プロジェクト」を通して、教育学部の研究活動は活性化してきたと同時に、学校現場が求める内容の研究成果をあげてきたと判断される。
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